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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第12期

第１四半期連結
累計期間

第13期
第１四半期連結

累計期間
第12期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （千円） 16,520,097 16,027,932 65,606,744

経常利益又は経常損失（△） （千円） △243,750 127,309 △1,757,237

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失(△)
（千円） △252,647 △182,730 △2,644,300

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △293,654 △207,861 △2,552,694

純資産額 （千円） 5,671,316 3,178,620 3,337,929

総資産額 （千円） 23,462,888 17,073,571 21,414,069

１株当たり四半期（当期）純損失金額

(△)
（円） △5.24 △3.79 △54.88

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.5 16.9 14.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半

期(当期)純損失金額であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー㈱は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合は匿名組

合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力㈱は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

この結果、平成28年３月31日現在、当社グループは、当社および子会社11社により構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」のリスクについての重要な変更はありません。

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失を計上しております。また、当社のリース取引やコミッ

トメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制限条項が設けられているものがあり、

当該財務制限条項に抵触することとなった際には、期限の利益を喪失するおそれがあります。

そのため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりますが、「３ 財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応策

を実施しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

２【経営上の重要な契約等】

当社グループは、機動的かつ安定的な資金調達枠を確保するとともに、より一層の財務基盤の強化を図ることを目

的として、平成28年３月31日付で株式会社三井住友銀行並びに株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケー

ション方式による総額53億円のコミットメントライン契約を締結しております。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府主導の経済政策や日銀の金融政策により、企業の収益や

雇用環境の改善等緩やかな回復傾向が見られるものの、中国をはじめとする新興国経済の減速感や株安、円高の進

行など、景気は依然として不透明な状況が続いております。

当社グループの属する電力業界を取り巻く環境におきましては、平成28年４月の電力の小売全面自由化に伴う

小売電気事業者の登録企業数が286社（平成28年４月18日現在）に達し、異業種から一般家庭向けを中心とした電

力小売事業へ参入する事業者の増加等、電力システム改革による業界の動きが加速しております。

このような環境のもと、当社グループは、平成27年度からの既存事業の選択と集中の方針に伴い、電力代理購

入サービス（平成28年４月より「エネルギーエージェントサービス（※）」へ名称変更）の拡大、電源開発にお

けるたな卸資産の販売や処分によるバランスシート圧縮等を進めております。

またコーポレートガバナンスの見直し等の内部管理体制の改善、強化に取り組むとともに、関係会社の売却、

整理を進め、当第１四半期連結累計期間に子会社３社を連結範囲から除外いたしました。

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は、16,027,932千円（前年同期比3.0％減）と

電源開発における販売案件縮小等により前年同期に比べ492,165千円減少しましたが、電力卸取引において市場変

動リスク低減のため、市場取引の割合を引き下げ、新電力への相対取引を増加させたこと等による採算性改善等

により売上総利益は1,137,968千円（前年同期比50.1％増）と前年同期に比べ379,957千円増加いたしました。

また、研究開発費の減少やコスト削減策の実施等により販売費及び一般管理費が前年同期に比べ278,644千円減

少したこと等により、営業利益は440,468千円（前年同期は営業損失218,133千円）となりました。また、営業外

費用にて平成28年３月のコミットメントライン契約設定に伴う手数料159,000千円や貸倒引当金繰入額90,977千円

を計上したこと等により、経常利益は127,309千円（前年同期は経常損失243,750千円)となりました。

さらに、特別利益として子会社株式売却に伴う関係会社株式売却益85,895千円を含む87,531千円を計上する一

方、電力システム改革による制度変更に伴い利用しなくなった事業システムの除却損失計上102,992千円や、過年

度決算訂正に伴う課徴金計上258,480千円等の特別損失364,517千円の計上により、親会社株主に帰属する四半期

純損失は182,730千円（前年同期は252,647千円の損失)となりました。

各事業における概況は以下のとおりです。

（エネルギーマネジメント事業）

ストック型ビジネスであり、電力の調達先を見直す電力代理購入サービスにおいて、前年同期の平成27年３月

時点の契約電力約63万kWから平成28年３月時点の約86万kWまで契約電力が拡大したこと等から、前年同期に比べ

売上高が増加いたしました。なお電力代理購入サービスはスキームの見直しを行い、エネルギーエージェントサ

ービスへ平成28年４月に名称を変更しており、引続き同サービスの契約電力獲得に注力しております。
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以上の結果、当第１四半期連結累計期間のエネルギーマネジメント事業の売上高は、13,219,297千円（前年同

期比20.9％増）となりました。

（パワーマーケティング事業）

事業の選択と集中の方針から、電源開発については、販売用発電所の仕掛案件の販売に注力したことから、そ

の仕掛残高は３月末時点において65,501千円まで減少しております。また、電力卸取引におきましては、発電事

業者から電力を調達し、小売電気事業者等へ販売する卸取引スキームから、当社が仲介し小売電気事業者が発電

事業者より直接電力を調達するスキームへ切替を進めたことから、前年同期に比べ売上高、売上原価が減少して

おります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間のパワーマーケティング事業の売上高は、2,808,635千円（前年同期比

49.7％減）となりました。

〔用語解説〕

（※）エネルギーエージェントサービス：部分供給制度を用いて複数の電気事業者から当社グループが電力需要家

に代わって電力を調達する「電力代理購入サービス」のスキームの見直しを行い、需要家へのメリットを維持しつ

つ、需要家が小売電気事業者と直接契約する方式として「エネルギーエージェントサービス」へ平成28年４月より

サービスの名称を変更したもの。

②財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して4,340,497千円減少し

17,073,571千円となりました。これは主として、買掛金の決済等により現預金が2,223,213千円減少したこと、電

源開発案件の売却が進んだこと等により、たな卸資産が1,242,447千円減少したこと等によるものです。

また、負債合計は、前連結会計年度末に比較して4,181,188千円減少し、13,894,951千円となりました。これは

主として、買掛金が4,029,221千円減少したことや、電源開発案件の借入金返済等により長期借入金が804,689千円

減少したこと等によるものです。

純資産合計は、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により、前連結会計年

度末に比較して159,309千円減少し3,178,620千円となりました。

③事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続の営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しております。これは、主に電源開発におけるたな卸資産の評価減等によ

って生じた売上原価の増加や、内部管理体制強化に伴うコンサルティング費用の発生等、販売費及び一般管理費の

増加を主な要因としており、それらは一過性の費用と判断しております。

また、当社のリース取引やコミットメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制

限条項が設けられているものがあり、今後もその財務制限条項に抵触する可能性がありますが、このような事象又

は状況を解消又は改善すべく、事業の選択と集中によって安定的収益基盤を構築し、業績の回復、財務体質強化を

図っております。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,930千円であります。

なお、当社グループはエネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を

省略しております。

また、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（4）従業員数

著しい増減はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,326,545 48,326,545
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。なお、単元株

式数は100株であります。

計 48,326,545 48,326,545

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総 数 残 高

（株）

資本金増減
額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増 減 額
（千円）

資本準備金
残 高
（千円）

平成28年１月１日

～平成28年３月31日
10,000 48,326,545 1,460 3,558,105 1,460 4,523,247

（注） 新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成27年12月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

122,900
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,188,400
481,884 －

単元未満株式
普通株式

5,245
－ －

発行済株式総数 48,316,545 － －

総株主の議決権 － 481,884 －

（注）単元未満株式には、当社保有の自己株式50株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社エナリス

東京都足立区千住

一丁目４番１号

東京芸術センター

122,900 － 122,900 0.25

計 － 122,900 － 122,900 0.25

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,619,039 1,395,826

売掛金 5,185,702 5,435,746

営業未収入金 2,286,834 2,035,684

たな卸資産 1,627,910 385,463

その他 1,225,314 606,678

流動資産合計 13,944,801 9,859,398

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 1,201,551 1,201,070

建設仮勘定 1,828,536 1,829,494

その他 2,304,800 2,145,987

有形固定資産合計 5,334,889 5,176,553

無形固定資産

のれん 299,202 295,265

その他 1,017,294 1,016,516

無形固定資産合計 1,316,497 1,311,781

投資その他の資産 817,881 ※１725,838

固定資産合計 7,469,268 7,214,173

資産合計 21,414,069 17,073,571

負債の部

流動負債

買掛金 9,004,358 4,975,136

短期借入金 4,713,662 5,443,683

1年内返済予定の長期借入金 472,051 213,683

1年内償還予定の社債 17,500 17,500

未払法人税等 85,714 37,137

前受金 110,317 172,530

その他 896,238 1,077,996

流動負債合計 15,299,843 11,937,668

固定負債

長期借入金 1,589,146 784,456

その他 1,187,150 1,172,825

固定負債合計 2,776,296 1,957,282

負債合計 18,076,140 13,894,951

6079/E27900/エナリス/2016年
－9－



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,556,645 3,558,105

資本剰余金 4,571,057 4,572,517

利益剰余金 △5,042,048 △5,178,912

自己株式 △35,522 △35,522

株主資本合計 3,050,130 2,916,186

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 276 △27,562

為替換算調整勘定 4,952 3,328

その他の包括利益累計額合計 5,228 △24,233

非支配株主持分 282,570 286,667

純資産合計 3,337,929 3,178,620

負債純資産合計 21,414,069 17,073,571
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

売上高 16,520,097 16,027,932

売上原価 15,762,086 14,889,963

売上総利益 758,010 1,137,968

販売費及び一般管理費 976,144 697,499

営業利益又は営業損失（△） △218,133 440,468

営業外収益

受取利息 1,328 136

持分法による投資利益 2,094 －

補助金収入 － 2,111

還付加算金 1,255 789

その他 731 5,443

営業外収益合計 5,410 8,480

営業外費用

支払利息 14,593 53,395

支払手数料 11,424 177,046

貸倒引当金繰入額 － 90,977

その他 5,009 220

営業外費用合計 31,027 321,639

経常利益又は経常損失（△） △243,750 127,309

特別利益

固定資産売却益 1,667 －

関係会社株式売却益 － 85,895

その他 － 1,636

特別利益合計 1,667 87,531

特別損失

減損損失 7,041 －

固定資産除却損 － 102,992

課徴金 － ※１258,480

その他 － 3,044

特別損失合計 7,041 364,517

税金等調整前四半期純損失（△） △249,124 △149,676

法人税、住民税及び事業税 18,800 30,936

法人税等調整額 △9,514 △2,213

法人税等合計 9,285 28,722

四半期純損失（△） △258,410 △178,398

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△5,762 4,331

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △252,647 △182,730
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

四半期純損失（△） △258,410 △178,398

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △31,527 △27,838

為替換算調整勘定 △3,716 △1,623

その他の包括利益合計 △35,244 △29,462

四半期包括利益 △293,654 △207,861

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △287,892 △212,193

非支配株主に係る四半期包括利益 △5,762 4,331
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー㈱は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合は匿

名組合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力㈱は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期

連結累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っており

ます。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)およ

び事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年３月31日）

投資その他の資産 －千円 90,977千円

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 当社は、平成26年12月12日付過年度の有価証券報告書等の訂正に関して、証券取引等監視委員会から内閣

総理大臣及び金融庁長官に対して、平成28年４月15日付にて課徴金納付命令を発出するよう勧告がなされた

ことに伴い、課徴金258,480千円を特別損失に計上しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

減価償却費 65,458千円 91,881千円

のれんの償却額 8,075千円 3,936千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

１． 配当に関する事項

該当事項はありません。

２． 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３． 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日）

１． 配当に関する事項

該当事項はありません。

２． 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３． 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。
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（企業結合等関係）

事業分離

１．事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

穴吹興産株式会社

(2) 分離した事業の内容

日本電力株式会社（事業内容：電力供給事業）

(3) 事業分離を行った主な理由

当社は、平成27年12月22日開催の取締役会にて、当社の連結子会社である日本電力株式会社（以下、「日本

電力」という。）の全株式を、穴吹興産株式会社（以下、「穴吹興産社」という。）に譲渡することを決議

し、平成28年１月27日に株式を譲渡いたしました。

当社は、集合マンション向けエネルギーマネジメント事業強化のため、平成26年６月より連結子会社日本電

力にて一括受電サービスを開始いたしました。

しかしながら、当社は事業の選択と集中の方針のもと、当社の既存事業に経営資源を集中するため、日本電

力の一括受電サービスにつきましては、不動産関連事業において分譲マンション事業を中心に一括受電サービ

スも展開し、サービス提供戸数の拡大を目指している穴吹興産社への株式譲渡を決定いたしました。

(4) 事業分離日

平成28年１月27日

(5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

当該株式譲渡につきまして、以下の取引スキームにて実施しております。

① 株式譲渡日（平成28年１月27日）において、当社保有の日本電力が使用している一括受電設備（簿価

92,608千円）を現物出資。

これにより現物出資額に相当する株式が増加し、当社所有株式数が16,576株へ変更。

② 穴吹興産社が日本電力の第三者割当増資を引受け、日本電力から当社へ同額（321,536千円）借入金返

済。当社から日本電力への貸付金残額を債権放棄。

③ 当社が保有する日本電力の全株式を穴吹興産社へ１円で譲渡。

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

関係会社株式売却益 85,567千円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 74,576千円

固定資産 37,630千円

資産合計 112,206千円

流動負債 62,511千円

固定負債 387,690千円

負債合計 450,202千円

(3) 会計処理

日本電力株式会社連結上の帳簿価額と売却額との差額を「関係会社株式売却益」として特別利益に計上して

おります。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

当社グループの事業セグメントは、エネルギー情報業の単一セグメントであるため、該当事項はありませ

ん。

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

当第１四半期連結累計期間の期首をみなし売却日として事業分離を行っているため、当第１四半期連結累計

期間の四半期連結損益計算書には分離した事業に係る損益は含まれておりません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日）

(1)１株当たり四半期純損失金額(△) △5円24銭 △3円79銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)

（千円）
△252,647 △182,730

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額(△)（千円）
△252,647 △182,730

普通株式の期中平均株式数（株） 48,172,735 48,195,903

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。

6079/E27900/エナリス/2016年
－18－



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年５月10日

株式会社エナリス

取締役会 御中

京都監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤 勝彦 印

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩崎 亮一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エナリ

スの平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エナリス及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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